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研究要旨 

発達障害は早期発見と医療、保健、教育、福祉など多領域における早期支援が優先課題であ

ることはコンセンサスが得られている一方で、児童期に診断に至らず大人になった発達障害者

が職場や家庭、地域社会での対人トラブルから医療化するケースが問題となっている。など精

神科的併存症の慢性化や自殺リスクなどから医療現場で処遇困難化することが知られている。

最近の報告によると、成人精神科臨床におけるうつ病や不安障害患者の15%から約半数に発達

障害が潜在することから、過剰な医療化を減らし、就労など障害福祉サービスを最大限に活用

するためには、青年・成人期の発達障害者の診断が適切に行わるための精神科医向け研修や手

引書は増えている。しかしながら、発達障害成人が診断に至るまでの医療機関パスウェイは、

市町村の精神保健、地域のかかりつけ医、産業医や救急医療、そして発達障害に特有な育児支

援を要する母親対応の場となる市町村の母子保健、小児科およびDV臨床など多岐にわたる。

本研究は、このような発達障害者に特化した医療ニーズの拡がりと各分野の多様性を考慮し、

広範囲の医療関係者向けの研修教材を作成することで、精神科医療の果たす役割を明確にしつ

つ地域の医療・保健・福祉・教育の連携を促進し、地域での発達障害者に対するネットワーク

支援構築を加速することを目指す。具体的には、精神科医の他に、市町村の精神保健分野、小

児から高齢者までのかかりつけ医、産業医、救急医療関係者、学校医、特別な育児支援を要す

る発達障害のある母親対応に携わる市町村の母子保健関係者、小児科医およびDV臨床に携わ

る医療関係者など多岐にわたる分野の医療関係者を研修の対象とし、青年期・成人期の発達障

害ケースの対応、評価・診断、紹介をカバーする内容について、研修実施者用のマニュアル（テ

キストとDVD）を作成する。国内外の好事例のレビューに加え、多領域のエキスパートから

成るワーキング・パネル（研究代表者と研究分担者）が作成した試案を、自治体での研修を担

う精神科医の施行や、発達障害当事者、ステークホルダーなどの外部委員（研究協力者）から

のフィードバックを反映させる手続きにより、現状での総意に基づいた内容とする。さらに国

立精神・神経医療研究センター倫理審査委員会の承認後、研修の事前・事後の調査を行い、有

効性を検証する。本研究はプライバシー保護に留意して成果物を作成する。 
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Ａ．研究目的 

発達障害は早期発見と医療、保健、教育、

福祉など多領域における早期支援が優先課

題であることはコンセンサスが得られてい

る。一方、児童期に診断に至らなかった発達

障害者は精神科的併存症などから医療化す

るケースでは発達障害がマスクされ、発達障

害の特性に応じた対応がされにくいことが

問題となっている。また早期支援によって精

神科併存症の発症が軽減することも報告さ

れており、今日、成人精神科臨床におけるう

つ病や不安障害患者の 15%から約半数に潜

在する発達障害者の精神科ニーズを早期に

対応することで、過剰な医療化を減らし、就

労など障害福祉サービスを最大限に活用す

ることが可能と考えられる。そのためには、

身近な医療関係者などが発達障害に気づき

を高め、発達障害児者が診断に至るまでのパ

スウェイを短縮し、その人に合った支援や治

療を早期から継続的に受けられるよう地域

での切れ目のない支援体制が必要で、一般の

医療が果たす役割は大きいと考えられる。本

研究は、このような発達障害に特化した医療

ニーズの拡がりと各分野の多様性を考慮し、

平成 28 年度から開始された都道府県および

指定都市の「かかりつけ医等発達障害対応力

向上研修」の標準テキストとなる研修教材

（テキストと DVD）を作成する。ライフス

テージのなかで発達障害児者のもつ広いニ

ーズを明確にしつつ、地域の医療・保健・福

祉・教育の連携を促進し、地域での発達障害

者に対するネットワーク支援構築を加速す

ることを目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

テキストの内容は、地域で発達障害児の診

療や相談にかかわる可能性のある、発達障害

の専門家ではないかかりつけ医（小児科、内

科、診療内科、精神科など）や、産業医、学

校医、市町村の精神保健および母子保健関係

者などの医療関係者を対象に想定し、エビデ

ンスにもとづくものであることを前提とす

る。具体的には、今年度は、かかりつけ医が

発達障害児者の健康に資する役割や地域診

断や地域内連携のあり方を示し、早期発見か

ら専門機関への紹介まで、併存症の診断評価、

治療の実際や医療以外での支援の実際、国内

外の好事例などをカバーするように、エビデ

ンスに基づく内容のなかから、本邦の医療状

況を考慮し、地域の実臨床で有用な項目、か

かりつけ医、当事者、専門医のニーズが高い

項目、地域内連携の好事例などを厳選し、研

究代表者および研究分担者に加え、研究協力

者も含む執筆陣で暫定版を作成した（資料１、

２）。内容の妥当性については、エキスパー

トに加え、研修を実施するステークホルダー、

そして当事者や家族などのコンセンサスの

得られるように、訂正を行う予定である。次

年度に暫定版について意見をもらう外部委

員（発達障害を専門とする研究者や小児科医、
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精神科医、発達障害当事者、自治体で研修を

担当する地域の指導的な立場にある精神科

医や小児科医など、日本精神・神経学会およ

び小児保健協会の内諾済み）からはすでに内

諾を得ている。 

今年度は、「かかりつけ医等発達障害対応

力向上研修」の実施母体となる都道府県およ

び指定都市の発達障害支援施策が市町村で

実際に行われている早期発見や早期支援の

実施にどのように影響するかを検討するこ

とを目的として行われた。分析は、かかりつ

け医等研修の実施を予定している 52 の都道

府県および指定都市の障害保健福祉担当課

からすでに得られた行政データを 2 次利用

した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究において研修受講者を対象とする調

査は、国立精神・神経医療研究センター

(NCNP)倫理審査委員会および研究分担者

の所属する研究機関の倫理委員会の承認を

すべて受けた後に実施する。研修テキストに

含まれる患者情報については同意を得たも

ののみ使用し、倫理的配慮を十分に行う。 

 

Ｃ．& Ｄ．研究結果と考察 

１）研修テキスト暫定版の作成 

代表の神尾が大項目を決め、分担の石飛、

近藤、立花、加茂、永田とそれぞれのねらい

を検討したうえで小項目を決定した（資料

１）。資料１を目次として、研究代表、分担、

そして研究協力者（日詰正文、高橋脩、原口

英之、斎藤卓弥、梅永雄二、丹羽登、井上雅

彦、外岡資朗、津田明美、中井七美子）を執

筆陣に迎え、暫定版（資料２）を作成した。

また分担の石飛は好事例を収集した。 

 

 

２）発達障害早期支援に対する都道府県（指

定都市を含む）の施策と市町村における発達

障害の早期発見・早期支援の進捗との関連 

1.6 健診での標準的アセスメントの導入に

関する施策方針には都道府県によって違い

があった。また市町村の早期発見・早期支援

の実態把握の程度それ自体に都道府県によ

るばらつきが大きかった。1.6 健診での要観

察児の発見率は都道府県によって大きなば

らつきがあり、一部の自治体ではサービス提

供の効率の観点で発達障害リスクの把握の

精度を見直して手続きを標準化する必要が

示唆された。また、1.6 健診で標準的アセス

メントの導入を進めている都道府県ではそ

うでないところと比べて、発達支援事業所の

数が有意に多かった。これらより、都道府県

が市町村での早期発見・早期支援を推進する

責務を負っていることを踏まえると、その役

割が適正に遂行されているかどうかを検証

するための行政データは現状では乏しく、今

後は適切な評価指標となりうるサービス関

連の情報の集約と地域で部署を横断して長

期的に追跡してデータを収集し検証しうる

システムの構築が必要と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

発達障害についてのニーズは高い一方で、

経験や知識、価値観などは医療関係者のあ

いだでも多様で幅が広い。本研究の結果は、

公的に提供される発達障害の早期発見・早

期支援のサービス内容は都道府県の施策の

影響を受ける可能性を示唆するものであっ

た。こうした現状を踏まえて、次年度のテ

キスト作成においては、都道府県の施策方

針の地域差を縮小するという視点を追加す

る必要があると考えられた。 
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Ｆ．健康機器情報 
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